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　林業現場作業員の減少・高齢化が問題となり、植栽密度もこれまでの2,500～3,000本／㏊

から、2,000本／㏊へと移行している。

　それに伴い、施業コストの低減がどうなるのかが一番気になる部分なので、この結果は非常
に興味深い内容です。
　今後の森林づくりに向け、更なる疎植へと移行すべきなのか、この「疎植造林の施業体系の
確立」は次代の山づくりを検討する上で大切な部分だと思います。
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疎植造林による育林施業体系の開発

【研究の成果】

【試験の概要】
　・植栽密度試験地を造成し、成長量を比較
　・県内の疎植造林地を調査し、問題点の洗い出しおよび検証
　・樹冠閉鎖を加味したシステム収穫表の改定＋シミュレーション

【結果】
　①疎植造林を行っても樹高成長が衰えることはない
　②疎植造林では樹冠の閉鎖が遅れるため、除伐などの保育が重要
　　詳細は以下のとおりです。

１５００本/haの林分

施業の省力化・低コスト化を図るため、県では従来、3000本

/haで行われていた植栽密度を2000本/ha以下まで下げる『疎

植造林』に取り組んでいます。その一方で、疎植造林においては

樹冠閉鎖の遅れによる競合植生の繁茂に伴い、樹高成長の衰えや、

下刈等の施業コストの増が懸念されています。

本研究では、スギの疎植造林を実施する上での問題点を検証し、

育林施業体系を確立することを目的として各種試験を行いました。

１０００本/haの造林地

植栽密度別の育林施業体系


